
　【表紙】 　
【発行登録追補書類番号】 24－関東23－１

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 北海道財務局長

【提出日】 平成25年６月13日

【会社名】 株式会社ジャックス

【英訳名】 JACCS CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　板  垣  康  義

【本店の所在の場所】 北海道函館市若松町２番５号 

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務

は下記の場所で行っております。） 

【電話番号】 0138-26-4136(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役上席執行役員　　菅  野  峰  一

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区恵比寿四丁目１番18号　

【電話番号】 03-5448-1311(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役上席執行役員　　菅  野  峰  一

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 第７回無担保社債(５年債)   15,000百万円

　 第８回無担保社債(７年債）  15,000百万円

　         計                 30,000百万円

【発行登録書の内容】

提出日 平成24年２月24日

効力発生日 平成24年３月３日

有効期限 平成26年３月２日

発行登録番号 24－関東23

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額　100,000百万円
　

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

― ― ― ― ―

実績合計額(円)
なし
（なし）

減額総額(円) なし

(注)　実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段(　)書きは、発行価額の総額

の合計額)に基づき算出しております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 100,000百万円

　 　 （100,000百万円）

　 　 (注)残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計

額（下段（  ）書きは、発行価額の総額の合計額)に

基づき算出しております。

　
(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項はありません。
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【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) ―円
　

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

　

【縦覧に供する場所】 ※株式会社ジャックス　本部

　 (東京都渋谷区恵比寿四丁目１番18号)

　 ※株式会社ジャックス　札幌支店

　 (北海道札幌市中央区北一条西六丁目１番地２)

　 ※株式会社ジャックス　仙台支店

　 (宮城県仙台市宮城野区榴岡四丁目２番３号)

　 ※株式会社ジャックス　神戸支店

　 (兵庫県神戸市中央区雲井通四丁目２番２号)

　 　株式会社ジャックス　大宮支店

　 (埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地16)

　 　株式会社ジャックス　東京支店

　 (東京都品川区西五反田三丁目６番21号)

　 　株式会社ジャックス　千葉支店

　 (千葉県千葉市中央区新田町１番１号)

　 　株式会社ジャックス　横浜支店

　 (神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号)

　 　株式会社ジャックス　名古屋支店

　 (愛知県名古屋市中区栄二丁目３番１号)

　 　株式会社ジャックス　大阪支店

　 (大阪府大阪市中央区伏見町四丁目１番１号)

　 　株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 　証券会員制法人札幌証券取引所

　 (北海道札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１)

（注）※印は法定の縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して縦覧に供する場所としております。
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債(短期社債を除く。)（５年債）】
　

銘柄 株式会社ジャックス第７回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別 ―

券面総額又は振替社債の総額(円) 金15,000,000,000円

各社債の金額(円) １億円

発行価額の総額(円) 金15,000,000,000円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年 0.77％

利払日 毎年６月20日および12月20日

利息支払の方法

１．利息支払の方法および期限

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべき日

（以下「償還期日」という。）までこれをつけ、平成25年12月20日

を第１回の支払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年

６月20日および12月20日の２回に各その日までの前半か年分を支

払う。ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、その半か

年間の日割でこれを計算する。

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は

前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日後は本社債には利息をつけない。

２．利息の支払場所

別記（（注）10.「元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 平成30年６月20日

償還の方法

１．償還金額 

    各社債の金額100円につき金100円 

２．償還の方法および期限

(1) 本社債の元金は、平成30年６月20日にその総額を償還する。 

(2) 償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業

日にこれを繰り上げる。 

(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄

の振替機関が別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことがで

きる。 

３．償還元金の支払場所

別記（（注）10.「元利金の支払」）記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金(円)

各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当

する。

申込証拠金には利息はつけない。

申込期間 平成25年６月13日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店および国内各支店
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払込期日 平成25年６月20日

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保の種類
本社債には担保および保証は付されておらず、また本社債のために特

に留保されている資産はない

財務上の特約(担保提供制限)

１．当社は、本社債発行後、本社債の未償還残高が存する限り、当社が

国内で既に発行した、または国内で今後発行する他の無担保社債

（ただし、本社債と同時に発行する株式会社ジャックス第８回無

担保社債（社債間限定同順位特約付）を含み、別記「財務上の特

約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条項が特約されて

いる無担保社債を除く。）のために担保付社債信託法にもとづき

担保権を設定する場合は、本社債のために同順位の担保権を設定

しなければならない。

２．当社が前項により本社債のために担保権を設定する場合は、当社

は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保

付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告するものとする。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていな

い。なお、担付切換条項とは、利益維持条項等当社の財務指標に一定

の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を解除するた

めに担保権を設定する旨の特約、または当社が自らいつでも担保権

を設定することができる旨の特約をいう。
　(注)１．信用格付

本社債について信用格付業者から取得した信用格付および取得日、申込期間中に各信用格付業者が公表する情報

の入手方法は以下のとおり。（電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の各信用格付業者の連

絡先）

(1) 株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）

信用格付：Ａ－（シングルＡマイナス）（取得日　平成25年６月13日）

入手方法：Ｒ＆Ｉのホームページ（http://www.r-i.co.jp/jpn/）の「ニュースリリース/クレジットコメン

ト」および同コーナー右上の「一覧はこちら」をクリックして表示される「格付ニュース一覧」に掲載され

ている。

問合せ電話番号：03-3276-3511

(2) 株式会社日本格付研究所（以下「ＪＣＲ」という。）

信用格付：Ａ－（シングルＡマイナス）（取得日　平成25年６月13日）

入手方法：ＪＣＲのホームページ（http://www.jcr.co.jp/）の「格付情報」の「当月格付」（http://www.

jcr.co.jp/top_cont/rat_info02.php）に掲載されている。

問合せ電話番号：03-3544-7013

信用格付は債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における各信用格付業者の意見であり事実の表

明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信用格付の

評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外

のリスクについて言及するものではない。各信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価において各信用格付業

者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる（もしくは保留される）ことが

ある。各信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体から提供された情報を含む。）を利

用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではない。

２．社債等振替法の適用

本社債は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）の規定の適用を受けるものとし、

社債等振替法第67条第１項の規定にもとづき本社債の社債券は発行しない。ただし、社債等振替法第67条第２項

に規定される場合には、社債権者は当社に社債券を発行することを請求できる。この場合、社債券の発行に要する

費用は当社の負担とする。かかる請求により発行する社債券は無記名式利札付に限り、社債権者は当該社債券を

記名式とすることを請求することはできないものとし、その分割または併合は行わない。

３．社債管理者の不設置

本社債は、会社法第702条ただし書の要件を充たすものであり、本社債の管理を行う社債管理者は設置されていな

い。
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４．財務代理人

(1) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（以下「財務代理人」という。）との間に平成25年６月13日付本社債財

務代理契約を締結し、財務代理人に本社債の事務を委託する。

(2) 財務代理人は、本社債に関して、社債権者に対していかなる義務または責任も負わず、また社債権者との間にい

かなる代理関係または信託関係も有していない。

(3) 当社が財務代理人を変更する場合には、その旨を公告する。

(4) 本社債の社債権者が財務代理人に請求または通知を行う場合には、財務代理人の本店に対してこれを行うもの

とする。

５．期限の利益喪失に関する特約

(1) 当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。

① 当社が別記「利息支払の方法」欄第１項の規定に違背し、支払期日の翌日から７日以内にその履行をしな

いとき。

② 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。

③ 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来しても弁済することができない

とき。

④ 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、または当社以外の社債もしくはその他借入金

債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることが

できないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限りではない。

⑤ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、または解散（合併の場合を

除く。）の決議をしたとき。

⑥ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始の決定もしくは特別清算開始の命令を受け、ま

たは解散（合併の場合を除く。）したとき。

(2) 前号の規定により期限の利益を喪失した場合は、当社はただちにその旨を公告する。

６．公告の方法

本社債に関して社債権者に対し公告する場合には、法令に別段の定めがあるものを除き、当社の定款所定の電子

公告によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ

とができない場合は、当社の定款所定の新聞紙ならびに東京都および大阪市で発行される各１種以上の新聞紙

（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）にこれを掲載する。

７．社債権者集会

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに社債権者集会

を招集する旨および会社法第719条各号所定の事項を本(注)６．に定める方法により公告する。

(2) 本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3) 本社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本社債の金額の合計額はこれに算入しない。）の10分

の１以上にあたる本社債を有する社債権者は、本社債に関する社債等振替法第86条に定める書面（本(注)２．

ただし書にもとづき本社債の社債券が発行される場合は当該社債券）を当社または財務代理人に提示したう

え、社債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社または財務代理人に提出して社債

権者集会の招集を請求することができる。

(4) 本項第１号および前号にともなう事務手続については、財務代理人が当社の名においてこれを行うものとし、

財務代理人が社債権者からの請求を受けつけた場合には、すみやかにその旨を当社に通知し、その指示にもと

づき手続を行う。

(5) 本社債および本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債の社債権者集会は、一

つの集会として開催される。前四号の規定は、本号の社債権者集会について準用する。

８．発行代理人および支払代理人

別記「振替機関」欄の振替機関が定める業務規程にもとづく本社債の発行代理人業務および支払代理人業務は、

財務代理人がこれを取り扱う。

９．社債要項の公示

当社は、その本店および財務代理人の本店に本社債の社債要項の写を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供

する。

10．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債等振替法および別記「振替機関」欄の振替機関が定める社債等に関する業務規程

その他の規則に従って支払われる。
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託(５年債)】

(1) 【社債の引受け】

　

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 7,5001.引受人は本社債の全額

につき共同して買取引

受を行う。

2.本社債の引受手数料は

各社債の金額100円につ

き金40銭とする。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 3,000

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 2,500

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 2,000

計 ― 15,000 ―

（注）本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「金商業等府令」という。）第153条第１項第４号ニに掲げる

社債券に該当し、当社は金商業等府令第147条第１項第３号に規定する本社債の主幹事会社である三菱ＵＦＪモル

ガン・スタンレー証券株式会社の親法人等に該当します。当社は株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの

持分法適用会社であり、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループの連結子会社です。本社債の発行価格および利率（以下「発行価格等」という。）の決定を公正かつ適切に

行うため、みずほ証券株式会社を本社債の独立引受幹事会社（以下「独立引受幹事」という。）とし、独立引受幹事

が主幹事会社として三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社と事務遂行上で同等の権限をもって引受審査

内容の妥当性を確認し、かつ本社債の発行価格等の決定に関与する等、日本証券業協会の定める「『有価証券の引

受け等に関する規則』に関する細則」第２条に定める措置を講じております。また、本社債の発行価格等は、日本証

券業協会の定める「有価証券の引受け等に関する規則」第25条の２に規定されるプレ・マーケティングの方式に

より決定しました。

(2) 【社債管理の委託】

該当事項はありません。

　

３ 【新規発行社債(短期社債を除く。)（７年債）】
　

銘柄 株式会社ジャックス第８回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別 ―

券面総額又は振替社債の総額(円) 金15,000,000,000円

各社債の金額(円) １億円

発行価額の総額(円) 金15,000,000,000円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年1.13％

利払日 毎年６月20日および12月20日

利息支払の方法

１．利息支払の方法および期限

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべき日

（以下「償還期日」という。）までこれをつけ、平成25年12月20日

を第１回の支払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年

６月20日および12月20日の２回に各その日までの前半か年分を支

払う。ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、その半か

年間の日割でこれを計算する。

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は

前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日後は本社債には利息をつけない。

２．利息の支払場所

別記（（注）10.「元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 平成32年６月19日
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償還の方法

１．償還金額 

    各社債の金額100円につき金100円 

２．償還の方法および期限

(1) 本社債の元金は、平成32年６月19日にその総額を償還する。 

(2) 償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業

日にこれを繰り上げる。 

(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄

の振替機関が別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことがで

きる。 

３．償還元金の支払場所

別記（（注）10.「元利金の支払」）記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金(円)

各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当

する。

申込証拠金には利息はつけない。

申込期間 平成25年６月13日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店および国内各支店

払込期日 平成25年６月20日

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保の種類
本社債には担保および保証は付されておらず、また本社債のために特

に留保されている資産はない

財務上の特約(担保提供制限)

１．当社は、本社債発行後、本社債の未償還残高が存する限り、当社が

国内で既に発行した、または国内で今後発行する他の無担保社債

（ただし、本社債と同時に発行する株式会社ジャックス第７回無

担保社債（社債間限定同順位特約付）を含み、別記「財務上の特

約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条項が特約されて

いる無担保社債を除く。）のために担保付社債信託法にもとづき

担保権を設定する場合は、本社債のために同順位の担保権を設定

しなければならない。

２．当社が前項により本社債のために担保権を設定する場合は、当社

は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保

付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告するものとする。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていな

い。なお、担付切換条項とは、利益維持条項等当社の財務指標に一定

の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を解除するた

めに担保権を設定する旨の特約、または当社が自らいつでも担保権

を設定することができる旨の特約をいう。
　(注)１．信用格付

本社債について信用格付業者から取得した信用格付および取得日、申込期間中に各信用格付業者が公表する情報

の入手方法は以下のとおり。（電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の各信用格付業者の連

絡先）

(1) 株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）

信用格付：Ａ－（シングルＡマイナス）（取得日　平成25年６月13日）

入手方法：Ｒ＆Ｉのホームページ（http://www.r-i.co.jp/jpn/）の「ニュースリリース/クレジットコメン

ト」および同コーナー右上の「一覧はこちら」をクリックして表示される「格付ニュース一覧」に掲載され

ている。

問合せ電話番号：03-3276-3511
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(2) 株式会社日本格付研究所（以下「ＪＣＲ」という。）

信用格付：Ａ－（シングルＡマイナス）（取得日　平成25年６月13日）

入手方法：ＪＣＲのホームページ（http://www.jcr.co.jp/）の「格付情報」の「当月格付」（http://www.

jcr.co.jp/top_cont/rat_info02.php）に掲載されている。

問合せ電話番号：03-3544-7013

信用格付は債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における各信用格付業者の意見であり事実の表

明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信用格付の

評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外

のリスクについて言及するものではない。各信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価において各信用格付業

者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる（もしくは保留される）ことが

ある。各信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体から提供された情報を含む。）を利

用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではない。

２．社債等振替法の適用

本社債は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）の規定の適用を受けるものとし、

社債等振替法第67条第１項の規定にもとづき本社債の社債券は発行しない。ただし、社債等振替法第67条第２項

に規定される場合には、社債権者は当社に社債券を発行することを請求できる。この場合、社債券の発行に要する

費用は当社の負担とする。かかる請求により発行する社債券は無記名式利札付に限り、社債権者は当該社債券を

記名式とすることを請求することはできないものとし、その分割または併合は行わない。

３．社債管理者の不設置

本社債は、会社法第702条ただし書の要件を充たすものであり、本社債の管理を行う社債管理者は設置されていな

い。

４．財務代理人

(1) 当社は、株式会社みずほコーポレート銀行（以下「財務代理人」という。）との間に平成25年６月13日付本社

債財務及び発行・支払代理契約を締結し、財務代理人に本社債の事務を委託する。

(2) 財務代理人は、本社債に関して、社債権者に対していかなる義務または責任も負わず、また社債権者との間にい

かなる代理関係または信託関係も有していない。

(3) 当社が財務代理人を変更する場合には、その旨を公告する。

(4) 本社債の社債権者が財務代理人に請求または通知を行う場合には、財務代理人の本店に対してこれを行うもの

とする。

５．期限の利益喪失に関する特約

(1) 当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。

① 当社が別記「利息支払の方法」欄第１項の規定に違背し、支払期日の翌日から７日以内にその履行をしな

いとき。

② 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。

③ 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来しても弁済することができない

とき。

④ 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、または当社以外の社債もしくはその他借入金

債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることが

できないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限りではない。

⑤ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、または解散（合併の場合を

除く。）の決議をしたとき。

⑥ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始の決定もしくは特別清算開始の命令を受け、ま

たは解散（合併の場合を除く。）したとき。

(2) 前号の規定により期限の利益を喪失した場合は、当社はただちにその旨を公告する。

６．公告の方法

本社債に関して社債権者に対し公告する場合には、法令に別段の定めがあるものを除き、当社の定款所定の電子

公告によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ

とができない場合は、当社の定款所定の新聞紙ならびに東京都および大阪市で発行される各１種以上の新聞紙

（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）にこれを掲載する。
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７．社債権者集会

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに社債権者集会

を招集する旨および会社法第719条各号所定の事項を本(注)６．に定める方法により公告する。

(2) 本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3) 本社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本社債の金額の合計額はこれに算入しない。）の10分

の１以上にあたる本社債を有する社債権者は、本社債に関する社債等振替法第86条に定める書面（本(注)２．

ただし書にもとづき本社債の社債券が発行される場合は当該社債券）を当社または財務代理人に提示したう

え、社債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社または財務代理人に提出して社債

権者集会の招集を請求することができる。

(4) 本項第１号および前号にともなう事務手続については、財務代理人が当社の名においてこれを行うものとし、

財務代理人が社債権者からの請求を受けつけた場合には、すみやかにその旨を当社に通知し、その指示にもと

づき手続を行う。

(5) 本社債および本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債の社債権者集会は、一

つの集会として開催される。前四号の規定は、本号の社債権者集会について準用する。

８．発行代理人および支払代理人

別記「振替機関」欄の振替機関が定める業務規程にもとづく本社債の発行代理人業務および支払代理人業務は、

財務代理人がこれを取り扱う。

９．社債要項の公示

当社は、その本店および財務代理人の本店に本社債の社債要項の写を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供

する。

10．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債等振替法および別記「振替機関」欄の振替機関が定める社債等に関する業務規程

その他の規則に従って支払われる。

　
４ 【社債の引受け及び社債管理の委託(７年債)】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 8,000
1.引受人は本社債の全額

につき共同して買取引

受を行う。

2.本社債の引受手数料は

各社債の金額100円につ

き金40銭とする。

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 5,000

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 2,000

計 ― 15,000 ―

(2) 【社債管理の委託】

該当事項はありません。

　
５ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

　

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

30,000 148 29,852

（注）上記の払込金額の総額は、第７回無担保社債および第８回無担保社債の合計金額であります。

　

(2) 【手取金の使途】

上記の手取概算額29,852百万円は、平成25年６月末までに6,000百万円を借入金返済資金に、平成25年

７月末までに残額を購入斡旋実行資金に充当する予定であります。
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第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

　

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。

　

　
第４ 【その他の記載事項】

特に目論見書に記載しようとする事項は、次のとおりであります。

　

記載個所 　 記載内容

表紙
 
 
 

「社章」
 
 
 

　
  

　
　

　

　

　第二部 【公開買付けに関する情報】

該当事項はありません。
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる

書類を参照すること。

　
１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第81期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月29日関東財務局長に提出

　
２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第82期第１四半期（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月８日関東財務

局長に提出

　

３ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第82期第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月９日関東財務

局長に提出

　
４ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第82期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月８日関東財務

局長に提出

　
５ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成25年６月13日）までに、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告

書を平成24年７月２日に関東財務局長に提出

　

第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類とされている有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」とい

う。）に記載の「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本発行登録追補書類提

出日までにおいて生じた変更その他の事由を反映し、その全体を一括して以下に記載しております。

また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項については、以下の記載に含まれる事項

を除き、本発行登録追補書類提出日現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事

項もありません。

「事業等のリスク」

有価証券報告書等に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　
(1) 信用リスク

＜貸倒引当金増加リスク＞

当社のお客様の破産・債務整理による延滞及び通常延滞の発生状況はともに減少傾向にあり、業績に与

える影響は軽微であると考えております。しかし、今後延滞の発生が増加した場合には、貸倒引当金の増加

など業績に影響を及ぼす可能性があります。また、利息返還請求（いわゆる過払金返還請求）については、

従前より利息制限法以下の融資利率としているため、業績に与える影響は軽微であると考えております。

＜加盟店リスク＞ 

加盟店の経営悪化や破綻により、当該提携先で当社を利用いただいたお客様に対する継続的役務の提供

の停止や商品未納などが発生する可能性があります。この場合、結果的に当社が損害を受け、業績に影響を

及ぼす可能性があります。また、割賦販売法の改正により、特定契約加盟店が不適切な販売（過量販売、不実
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告知等）を行ったときには、お客様は契約申込の意思表示を取り消すことができ、不適切な販売が認められ

た場合は、クレジット会社に既払金の返還を請求することができることとなりました。加盟店の不適切な販

売が増加した場合、結果として当社が損害を受け、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(2) 市場関連リスク

＜調達金利の上昇リスク＞ 

平成25年３月末日における当社グループの調達全体（普通社債、コマーシャル・ペーパー含む）の金利

固定化比率（スワップを含む）は63.3％、金利変動比率は36.7％となっております。市場動向により調達金

利は変動いたしますが、融資における適用金利、包括及び個別信用購入あっせんにおける加盟店及びお客様

との取引条件は、同業他社との競合の状況などの様々な要因により総合的に決定され、更に規約や契約書の

変更を伴います。したがって、金利上昇分を取引条件等に転嫁するにはタイムラグが生じる為、調達金利の

変動を伴う金融情勢の変化が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

平成25年３月末日現在、株式会社日本格付研究所（JCR）、株式会社格付投資情報センター（R&I）の２社

から、長期債は共にA-、コマーシャル・ペーパーはJ-1（JCR）、a-1（R&I）の格付けを取得しております。ま

た、コマーシャル・ペーパーの発行限度額は3,000億円であり、当面の資金調達は困難なものではないと考

えております。しかしながら、当社グループの業績が悪化すれば、格付けや信用力が低下し、通常より高い金

利での資金調達を余儀なくされたり、資本市場や金融機関からの調達コストの上昇などを招き、業績に影響

を及ぼす可能性があります。

＜投資有価証券等の価格下落リスク＞

当社グループは、平成25年３月末日現在で161億94百万円の投資有価証券（上場・非上場株式等）及び

197億27百万円の有形固定資産（土地・建物等）を保有しておりますが、市場価格の下落や投資先の価値の

毀損により評価損を計上する可能性があります。

　
(3) 事務リスク

当社グループでは業務遂行に際して、多種大量の事務処理を行っております。事務処理に際しては、基本

ルールに則った厳正な事務を心がけ、事務処理精度の向上や事故、不正の防止とともに事務処理におけるシ

ステム化促進など、より効率的な事務を目指しています。しかしながら、正確な事務処理を怠ったことで事

故や不正が発生した場合、その内容や規模によってはお客様の信用や加盟店の事業に影響を与え、損害賠償

責任や社会的信用の失墜を招き、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(4) システムリスク 

当社の基幹システムは以下のとおりの安全管理体制を構築しておりますが、万一基幹システムに誤作動、

停止などの事態が発生した場合、業務が停止することがあり、この場合、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

ア.当社の基幹コンピュータシステム「JANET」は、プロセス、I/O（入出力）、運用監視の３つのシステム

で構成しております。３つのシステムはいずれも運用委託会社が管理する情報センターに設置してお

ります。この情報センターは、地震対策、電源の複数系統による供給と自家発電を装備し、ライフライ

ンの切断に対しても数日間の自家供給による稼働が可能になっております。なお、業務再開に必要な

データなどはバックアップを取り、情報センターとは60㎞以上離れた別の場所に保管しております。

また、I/Oセンターの処理に不測の事態があった場合に備えて、加盟店精算業務などの重要な業務に

ついては、関係子会社での代替処理を可能にしております。その場合、臨時的な業務運用を行うため、

お客様へのサービスに支障をきたす可能性があります。
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イ.当社では、お客様の信用情報を含めた個人情報ならびに加盟店との取引条件などの当社事業に関する

情報は、大半を「JANET」で一元管理しております。「JANET」は専用ネットワークにより構築され、外

部とのアクセスパスを一切遮断しておりますが、安全管理上、その他に次の様な対策を実施しており

ます。

（ア）「JANET」端末機の機能は、設置場所、操作者の役職や職種に応じ、業務上必要な範囲の操作に制限

した設定としております。

（イ）一連の端末操作は、操作履歴を取得し、正当な操作か否かをモニタリングしています。

（ウ）端末機本体は全て施錠管理し、機器そのものの外部持ち出しができない状態にしています。

（エ）端末機には外部記憶媒体への入出力装置は付属させておらず、個人でのデータ持ち込みや反映、外

部記憶媒体へのデータの書き出しや記録が行えない環境となっています。

（オ）システム開発、運用担当者によるシステムアクセスは、事前に操作可能なＩＤを申請、承認する手

続きを要する他、使用後のID返却管理等を行っております。また、操作が適正に実施されているか

日々監視しております。

（カ）「JANETホストシステム及びWEBシステム開発・保守・運用の管理業務」の範囲で、情報セキュリ

ティに関する国際規格である「ISO／IEC 27001：2005」を取得しております。これにより情報セ

キュリティに関する施策を効果的に推進させることができております。

　
(5) コンプライアンスリスク

当社グループは、当社が貸金業、包括及び個別信用購入あっせん業、連結子会社がサービサー、人材派遣業

などを行っておりますが、これらについては、法令により当局に登録又は許可が必要な事業とされていま

す。

当社グループでは、法令を遵守するために、以下の通りコンプライアンス態勢の整備に取り組んでおりま

すが、万一法令に抵触する行為があった場合には、当局から法令による処分（業務改善命令、業務の一部又

は全部の停止命令、登録の取消など）を受ける可能性があり、その場合は業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

＜割賦販売法、特定商取引法＞ 

当社の包括及び個別信用購入あっせん関連の事業は「割賦販売法」の適用を受けています。このため、各

種の規制（過剰与信防止、加盟店調査、取引条件の表示、書面の交付、支払停止の抗弁、与信契約のクーリン

グオフ・解除・取消し、契約解除等に伴う損害賠償の額、クレジットカード番号等の適切な管理）を受け、

また同法を基礎とする認定割賦販売協会の自主ルールを遵守しなければなりません。同法は「割賦販売等

に係る取引の公正の確保、購入者等が受けることのある侵害の防止及びクレジットカード番号等の適切な

管理に必要な措置を講ずることにより、割賦販売等に係る取引の健全な発達を図るとともに、購入者等の利

益を保護し、あわせて商品等の流通及び役務の提供を円滑にし、もって国民経済の発展に寄与すること」を

目的としており、当社はその目的が正しく実践されるよう事業活動に取り組んでいます。

なお、割賦販売法の平成20年改正により、当社は加盟店調査を適切に履行するために特定商取引法適用加

盟店との取引について大幅な見直しを実施しました。また、支払可能見込額調査のための組織改編やシステ

ム構築に取り組んできました。法改正直後は当社の業績に対して影響が少なからず生じたものの、その一方

で債権良質化が顕著となりました。現在は、特段の問題なく割賦販売法に対応した業務運営を実施できてお

ります。

＜貸金業法、出資法、利息制限法＞

当社の融資事業は「貸金業法」「出資の受入、預り金及び金利等の取締りに関する法律」「利息制限

法」の適用を受けています。このため当社は、貸金業法の適用を受ける融資事業は各種の規制（過剰貸付の

禁止、貸付条件並びに標識の表示、書面の交付、帳簿の備え付け、取立行為の規制、債権証書の返還など）を

受けています。当社は融資事業の実行にあたっては、それら規制に抵触することのないように業務を行って

います。

なお、消費者金融業界は、過払金返還請求や総量規制、利息等の上限利率引下げの影響により市場が大き

く縮小しましたが、平成24年度後半より市場縮小も底止まりし、徐々に回復の傾向が見られる状況となって

います。
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(6)情報関連リスク

当社グループでは事業の性格上、個人信用情報（クレジットカード番号単体の情報も含む）を中心に大

量の個人情報を取得し、かつ保有、利用しております。個人情報保護法が施行される前から、その取扱は厳格

に行っておりますが、万一当社グループ又は業務委託先等から、個人情報の漏えいや紛失又は不正利用等が

発生した場合、当社グループの信用毀損、損害賠償責任を招き、業績に影響を及ぼす恐れがある他、個人情報

取扱事業者として法令に違反した場合、勧告、命令等の行政処分を受ける可能性があります。なお、当社グ

ループではコンプライアンス統括部が中心となって、個人情報の適正な取扱い、安全管理等の維持に努めて

おります。また、当社及び連結子会社４社は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会より、個人情報の保護

レベルを評価するプライバシーマークの認証を取得し、実効性の確保に努めております。

　
(7) 災害リスク

当社グループでは地震、大規模な災害や事故などの突発的な事態に備えて、「安否確認システムの導入」

「大規模災害対応マニュアル」の整備、「緊急対策協議会運営規程」「事業継続計画（BCP）」の策定等、

危機管理体制の構築に努めております。 ただし、想定以上の大規模な事態が発生し、当社グループの物的資

産や人的資産に決定的な損害を被った場合、結果的に事業の中断や継続維持が困難な状況に至り、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(8) 有形資産リスク

地震、台風等の自然災害、テロ等の人為的災害などにより、当社グループの有形資産が毀損する可能性が

あります。

当社グループは、管理すべき動産・不動産の現状を定期的に把握するとともに、防災・防犯対策等を講じ

ております。

　
(9) 人的リスク

当社グループは、幅広い分野で業務を行っていることから、有能な人材を継続的に確保し、採用した人材

を育成・教育していくことが必要不可欠ですが、当社グループが有能な人材の確保および雇用の維持、人材

の教育ができなくなった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(10) 評判リスク

当社グループの評判は顧客、投資家、監督官庁及び社会との関係を維持する上できわめて重要です。当社

グループの評判は、法令遵守違反、従業員の不正行為、システム障害、コントロールすることが困難又は不可

能な相手方の行動等の様々な原因により損なわれる可能性があります。これらを避けることができず、又は

適切に対処することができなかった場合には、当社グループは、現在又は将来の顧客及び投資家を失うこと

となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(11) 関係会社リスク

当社グループは、当社と連結子会社（国内子会社８社と海外子会社１社）から構成されています。グルー

プの連単比率は総資産では1.00倍、営業収益では1.02倍（平成25年３月31日現在）となっており、当社グ

ループの事業中、当社の占める割合が極めて高いものとなっております。このため、連結子会社に関連する

事業上のリスクが顕在化した場合でも、直ちに当社グループ全体に大きな影響を及ぼすものではありませ

んが、万一、何らかの事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
なお、これらの「事業等のリスク」は、本発行登録追補書類の提出日現在において、当社グループで把握

している情報に基づいて、事業上リスクとなる可能性があると考えられる主要な事項を記載しております。

しかしながら、リスクの全てを網羅しているものではなく、将来の経済情勢や業界を取り巻く環境の変化な

ど、様々な不確定要因により新たなリスクが発生する可能性があります。
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第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

  株式会社ジャックス 本店 (北海道函館市若松町２番５号）

※株式会社ジャックス 本部 (東京都渋谷区恵比寿四丁目１番18号)

※株式会社ジャックス 札幌支店 (北海道札幌市中央区北一条西六丁目１番地２）

※株式会社ジャックス 仙台支店 (宮城県仙台市宮城野区榴岡四丁目２番３号)

※株式会社ジャックス 神戸支店 (兵庫県神戸市中央区雲井通四丁目２番２号)

  株式会社ジャックス 大宮支店 (埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地16)

  株式会社ジャックス 東京支店 (東京都品川区西五反田三丁目６番21号)

  株式会社ジャックス 千葉支店 (千葉県千葉市中央区新田町１番１号)

  株式会社ジャックス 横浜支店 (神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号)

  株式会社ジャックス 名古屋支店 (愛知県名古屋市中区栄二丁目３番１号)

  株式会社ジャックス 大阪支店 (大阪府大阪市中央区伏見町四丁目１番１号)

  株式会社東京証券取引所 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

  証券会員制法人札幌証券取引所 (北海道札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１)

(注)  ※印は法定の縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して縦覧に供する場所としております。

　
第四部 【保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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